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工事名  令和7年度京都御苑空調設備改修工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

   

 

1．現場及び技術に係わる事項について 

(1) 施工条件等 

① 施工の制約 

施工時期の制限  （ 京都御苑内作業規程に準じる ） 

施工時間の制限  （ 京都御苑内作業規程に準じる ） 

② 材料の搬出入等 

材料、撤去材及び建設機械の搬出入、材料置場等は、次に指定するものを除き、監

督職員と協議により決定する。 

材料、撤去材及び建設機械の搬出入口（  椹木口  ） 

工事用車両の駐車場所        （ 主馬寮構内 ） 

資機材置場、仮設事務所設置場所   （ 協議の上決定する ） 

③ 構内既存施設の利用 

工事用水  （利用できる 有償） 

工事用電力 （利用できる 有償） 

(2) 工期・工程等 

① 週休２日制試行対象工事 

1) 本工事は、建設工事における週休２日制工事（現場閉所型）の対象工事である。  

2）週休２日の考え方  

ⅰ）月単位の週休２日とは、現場施工期間において、全ての月で４週８休以上の現 

場閉所を行ったと認められることをいう。    

ⅱ）現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、 

年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止 

期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含めない。  

ⅲ）月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内における全ての月で現場閉所日数 

の割合が 28.5％（８日/28 日）以上の水準に達する状態をいう。  

ただし、暦上の土曜日・日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月において

は、当該月の土曜日・日曜日の合計日数以上の現場閉所を行っている状態をい

う。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内の現場閉所日数の割合（以下「現場

閉所率」という。）が、28.5％（８日/28 日）以上の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪等による予定外の現場閉所についても、現場閉所日数に含める

ものとする。 

ⅳ）現場閉所日とは、巡回パトロール及び保守点検等、現場管理上必要な作業を行 

う場合を除き、１日を通して現場及び現場事務所が閉所された日をいう。 

ⅴ）受注者の責によらない現場開所  

工事契約後、週休２日対象期間としていた期間において、受注者の責によらず

現場作業を余儀なくされる期間が生じる場合は、受発注者間で協議して現場閉

所による週休２日の対象外とする作業と期間を決定するとともに、変更契約時

の設計図書に対象外とする作業と期間を明示する。  

ただし、現場閉所による週休２日の対象外とする期間は災害対応等のやむを得 

ない期間に限定すること。 



 

 

   

 

ⅵ）やむを得ない現場閉所  

やむを得ず現場閉所による週休２日の対象外とする期間を設定する場合は、

必要最小限の期間とするものとする。また、現場閉所による週休２日対象外期間

においては、技術者及び技能労働者が交替しながら個別に週休２日に取り組め

るよう、休日確保に努めるものとする。 

 3) 現場閉所実績報告書  

受注者は、毎月末までに現場閉所実績報告書を作成し、監督職員が指定する日ま

でに現場閉所実績報告書を提出するものとする。 

4）総合工事工程表の作成  

受注者は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、総合工程表

を作成する。 

総合工事工程表を作成するに当たっては、当該工事の規模及び難易度、地域の実

情、自然条件、工事内容、施工条件等のほか、建設工事に従事する者の週休２日の

確保等、下記の条件を適切に考慮する。  

  ⅰ）建設工事に従事する者の休日（週休２日に加え、祝日、年末年始及び夏季休暇）

の確保   

ⅱ）建設業者が施工に先立って行う労務・資機材の調達、調査・測量、現場事務所 

の設置等の「施工準備期間」  

ⅲ）施工終了後の自主検査、後片付け、清掃等の「後片付け期間」  

ⅳ）降雨日、降雪・出水期等の作業不能日数 

5）工事工程の共有  

ⅰ）工事において、受発注者間で工事工程のクリティカルパスを共有し、工程に影 

響する事項がある場合には、その事項の処理対応者を明確にするものとする｡  

ⅱ）円滑な協議を行うため、施工当初において工事工程（特にクリティカルパス） 

と関連する案件の処理期限（誰がいつまでに処理し、どの作業と関連するのか） 

について、受発注者で共有するものとする。  

ⅲ）工事工程の共有に当たっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業者等の技 

術者等）を含めるなど、共有する工程が現場実態にあったものとなるよう配慮す 

るものとする。   

ⅳ）工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程について受発注者 

間で共有すること。また、工程の変更理由が受注者の責によらない場合は、適切 

に工期の変更を行うものとする。 

     6）現場閉所の達成状況及び精査  

現場施工期間における全ての月ごとの現場閉所率が 28.5％に満たない場合は、

補正した労務費（公共工事設計労務単価、電気通信技術者、電気通信技術員及び機

械設備据付工）、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率及び市場単価等

を請負代金額の変更により減額するものとする。（労務費及び各諸経費の補正分は

入札説明書等による。） 

② 工事の一時中止に係る計画の作成 

1) 契約書第２０条の規定により工事の一時中止の通知を受けた場合は、中止期間中

における工事現場の管理に関する計画（以下「基本計画書」という。）を発注者



 

 

   

 

に提出し、承諾を受けるものとする。なお、基本計画書には、中止時点における

工事の出来形、職員の体制、労務者数、搬入材料及び建設機械器具等の確認に関

すること、中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事現場の

維持・管理に関する基本的事項を明らかにする。 

2) 工事の施工を一時中止する場合は、工事の続行に備え工事現場を保全すること。 

(3) 発生材等 

① 建設副産物情報交換システム 

本工事の情報を「建設副産物情報交換システム」へ登録するものとし、総合施工

計画書作成時、工事完了時及び登録情報に変更が生じた場合にはそれぞれ、速や

かにデータ入力を行う。また、同システムにより、工事着手時に再生資源利用計

画書及び再生資源利用促進計画書を、工事完了時に同計画書の実施報告書（書式

は同一）を作成し、監督職員に提出する。 

② 発生材の処理等 

   発生材（金属くず） 搬出先（京都市内の処分場） 

届出に係る事項の説明時に上記と異なる施設（同種の再資源化等を行う施設に     

限る。）を受注者が提示した場合は、当該施設に搬出することができる。ただし、

当該施設への変更については設計変更の対象としない。 

  ③ 冷媒（フロン類）の回収 

    冷凍機等の撤去に伴う冷媒の回収方法は、改修標準仕様書第３編 2.4.3 により、

次の書類を監督職員に提出する。 

    ・フロン回収行程管理表の写し 

(4) 提出図書等 

① 官公署その他への届出手続等 

建築基準法に基づく完了検査の必要な工事の場合、受注者は完了検査（中間検査を

含む。）時には、官公署（建築主事等）が求める検査に必要な書類等（報告書等）

を用意する。 

② 完成図等の提出 

書面を提出する場合の書式は、次の様式集によるほか、監督職員と協議する。また、

それらを本工事目的物に関し使用するための権利については、発注者に委譲する。 

・自然公園等整備工事提出書類様式集（建築） 

 https://www.env.go.jp/nature/park/tech_standards/04.html 

(5) その他 

① 適用基準等 

本現場説明書、特記仕様書等で適用することとされた基準等のうち、国土交通省大

臣官房官庁営繕部の制定した基準類は、次の URL による。 
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html 

その他のガイドライン等は、それぞれ次の URL による。 

・環境物品等の調達の推進に関する基本方針 

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/archive/bp/r2bp.pdf 

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 充塡回収業者・引渡受託者・ 

解体工事元請業者・引取等実施者等に関する運用の手引き 

https://www.env.go.jp/nature/park/tech_standards/04.html
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html


 

 

   

 

https://www.env.go.jp/earth/furon/files/r03_tebiki_operator_rev3.pdf 

② 工事実績情報の登録 

工事実績情報を（一財）日本建設情報総合センターの工事実績情報システム（コリ

ンズ）に登録する。ただし、工事請負代金額（税込）が５００万円未満の場合を除

く。 

また、工事実績情報システムにおける「登録のための確認のお願い」の提出方法は、

「メール送信による提出」とする。 


